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９．苦情処理会議ならびに簡易苦情処理会議における第 34 条お

よび第 45 条（審議内容の非公開）については、当該者の意向

を踏まえて審議内容を公開することができるに改めること。 

10．苦情処理会議ならびに簡易苦情処理会議における第36条お

よび第47条（通知）については、会議は、処理の結果につい

て、結果および審議内容を詳細に記した文書をもって苦情申告

者へ通知すること。 

11．苦情処理会議ならびに簡易苦情処理会議においては、申告者

が属する地方本部からの委員の出席を可能とすること。 

12．第 49 条（勤務時間中の組合活動）に規定されている他、組

合員に対し、次の各号のいずれかに該当した場合は、勤務時間

中の組合活動として承認すること。 

①団体交渉の幹事が、事前に所要事項の打ち合わせを行う場

合。 

 ②苦情処理会議及び簡易苦情処理会議に書記として出席する

場合。 

13．第57条（組合事務所）に基づいた使用にあたっては、組合

からの「組合事務所使用許可願」提出後、遅滞なく速やかに使

用可能箇所を提示すること。また、組合事務所の使用につき本

部および地方本部ならびに支部ごとに1箇所を上限として許可

すること。 

14．第 63 条（掲示） 

①会社施設内において文書等の掲示によって組合活動に必要

な宣伝、報道、告知を行える箇所を労使協議による合意を

もとに指定すること。 

②設置基準については、以下のとおりに改めることとし、第

４項、第５項に定める組合員数には、休職中の組合員数を

含むこと。 

（1）組合員数が 10 名以上の場合は、1 枚。   

（2）組合員数が 50 名以上の場合は、2 枚。      

（3）組合員数が 150 名以上の場合は、3 枚。     

  ③業務内容と作業箇所が区分基準となるべきことから派出所

に掲示板を設置すること。 

④統括センターおよび営業統括センターにおける組合掲示板 

等の設置基準については、統括センターおよび営業統括セ

ンター内における業務(ユニット)を主に従事するそれぞれの

作業場所(駅、区所、エリア、ユニット、セクション)に在籍

する組合員数を算出し、作業場所毎に掲示板等を設置する

こと。 

⑤その他、組合掲示板及び情報綴りに関する取扱いについて 

は、労使間の取扱いに関する協約(令和 3 年 10 月 1 日締

結)ならびに統括センター及び営業統括センター発足に伴

う、組合掲示板および情報綴りの設置に関する確認事項(令

和４年３月 11 日締結)の定めるところによるものとするこ

と。 

15．第66条（組合掲示類の撤去等）にあたっては、会社は、組

合掲示板に掲示した掲示類を許可なく撤去しないこと。 

16．上記記載内容の他は、労使間の取扱いに関する協約は現行条

文通りとすること。 

１．労使間の取扱いに関する協約第１章第１条（目的）および第４

条（組合活動）の趣旨に則った運用の徹底を図ること。 

２．経営協議会および議題等に応じた分科会の開催にあたっては、

会社の繁栄を目的として、相互の意思疎通を図り会社運営の円滑

を期す目的の趣旨に鑑み、より実効性のあるものとするために月

に1度の開催とすること。なお、地方における協議委員の数につい

ては、第11条第1項に規定する関係者を含め、会社側、組合側以

下のとおりとし、それぞれ同数とすること。 

（1）毎年９月１日現在の社員たる組合員数（以下、「組合員数」

という。）が100人以下の場合は、4名以内とすること。  

（2）組合員数が100人を超え、200人以下の場合は、5名以内

とすること。 

（3）組合員数が200人を超え、300人以下の場合は、6名以内

とすること。 

（4）組合員数が300人を超え、400人以下の場合は、7名以内

とすること。 

（5）組合員数が400人を超える場合は、10名以内とすること。 

３．「変革2027」の実現に踏まえて実施されている統括センター化

等の組織再編における事業場の考え方については、事業(業務)の内

容、作業場所及び独立性に鑑みて取り扱うこと。 

４．第16条（交渉委員）については、団体交渉は、専ら交渉委員が

これを行うこと。なお、交渉委員の数は、組合側、会社側以下の

とおりとし、それぞれ同数とすること。 

（1）毎年９月１日現在の社員たる組合員数（以下、「組合員数」

という。）が 500 人以下の場合は、5 名以内とすること。  

 （2）組合員数が 500人を超え、800 人以下の場合は、6 名以内

とすること。 

 （3）組合員数が 800 人を超え、1,000 人以下の場合は、8 名以

内とすること。 

 （4）組合員数が 1,000 人を超え、5,000 人以下の場合は、10

名以内とすること。 

 （5）組合員数が5,000人を超え、10,000人以下の場合は、12

名以内とすること。 

 （6）組合員数が 10,000 人を超える場合は、15 名以内とするこ

と。 

５．団体交渉を円滑に進めるために、交渉委員の他に関係者を出席

させること。 

６．団体交渉の交渉委員のうち1名をそれぞれ幹事として選出し、相

手方に通知すること。なお、幹事は事前に審理を行い、交渉事項

の事前通知に関する事項を決定すること。明らかにすること。 

７．組合から団体交渉の申し入れが行われた場合には、遅滞なく速

やかに団体交渉の日時を決定し、団体交渉終了後、速やかに交渉

出席者による合意形成事項の整理を行い、記名捺印した文書(議事

録確認)として締結・調印すること。 

８．苦情処理会議ならびに簡易苦情処理会議における審議にあたっ

ては、事実調査・審議内容の充実化を図るとともに、審議の一回

完結型を是正し、実質的な解決に向け取り組むこと。 
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申 39号「労使間の取扱いに関する協約」の改訂に関する申し入れ第 1回団体交渉 2024年 9月 9日 10:00～ 

 

 

 

 

 

１．労使間の取扱いに関する協約第１章第１条（目的）および第４条（組合活動）の趣旨に則った運用の徹底を図ること。 

そもそも労働協約の精神とは「労使双方の主張は違えど会社発展のため双方の立場を尊重して審議を尽くすこと、にあ

ります。しかし、この間職場で明らかになった精神と反した幾つかの実態を提起し、是正を求めてきました。 

≪会議室使用規制≫ 「昼間・夜間は貸さない」などの会議室使用規制は協約を超えている。是正を求める。 

→本当にそうであれば本社として是としない。理由を調べ誤りは指導する。 

≪掲示板設置箇所≫ 組合掲示板の設置箇所の合意形成及び「派出は綴り」は協約を超えたルール。是正すべき。 

→設置箇所は会社の専権事項であり、「派出は事業場とみなさない＝掲示板でなく綴り」は従前からの会社の考え方では

あるが、確認してあらためて議論させて頂きたい。 

≪職場活動への悪意ある規制排除≫ 最終乗務者に労いの言葉を掛けることのどこが組合活動なのか、労組敵視し

た悪意ある暴言は看過できない。 

→私たちへの報告とは違いが生じている。管理者が発した「このままでは会議室を貸せなくなる」は協約を履行しない意

味になる。協約は現場で守られないと意味がない。そういうことが現場で発生しているなら指導しないといけない。 

≪経営協議会の形骸化≫ 大宮地本では経協前に審議事項を事前提出しろと言ってきている。経協の形骸化だ。 

→現時点で把握していない。どういう趣旨か確認した上で是正しなければならない。 

≪組合活動への支配介入≫ 横浜地本では支社が「提案事項をホームページなどで公表するな」と介入している。 

→労組の情報宣伝活動に介入する意図がわからないので確認して直すべきは直す。 

≪不当労働行為≫ 脱退勧奨は今も続いている。4・24 労組脱退パワハラ訴訟控訴審判決以降も職場では「そろそ

ろ身の振り方を考えた方がいい」と管理者が述べている実態をどう考えているのか。 

→不当労働行為とそのように受け止められかねない事象があれば会社として厳正に対処する。 

≪被害者救済≫ 脱退パワハラ訴訟での被害者救済をどのように考えているか。 

→本人へのフォロー含めて検討、首都圏本部と必要な対応を検討していく。 

以上まで議論したうえで１項途中継続議論を確認し第 1回団体交渉を終了しています。 
 

【確認事項】1項の前段で合意の図られている事項について確認 

11.苦情処理会議ならびに簡易苦情処理会議においては、申告者が属する地方本部からの委員の出席を可能とすること。 

12．第 49 条（勤務時間中の組合活動）に規定されている他、組合員に対し、次の各号のいずれかに該当した場合は、勤

務時間中の組合活動として承認すること。①団体交渉の幹事が、事前に所要事項の打ち合わせを行う場合。②苦情処理会

議及び簡易苦情処理会議に書記として出席する場合。 

16．上記記載内容の他は、労使間の取扱いに関する協約は現行条文通りとすること。 

11.12.16項は書記の議事作成なども含めて必要な組合活動と認める、といった口頭回答による補足を受け止め(12

項は一部継続議論)、会社通知に対しては別途議論とした上で確認しています。 

 

 

 

 

労働協約の本質は 
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✓ 

✓ 

✓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 

自治体への説明前にアップしてしまうと会社に問い合わせがくるため「お願い」という意味であった。本社とし
て指導した。

⚫ 

「貸せる状況であればきちんと貸すように」支社に指導を行った。
⚫ 

管理者は組合活動と誤認してはいない。便宜供与してない階段で行っていたため「発声しないように」と注意し
た。「貸せなくなる」発言は適切でない。必要な指導は行った。

⚫  
調査はしたが事実は掴めていない。仮にあるとすれば会社として厳正に対処する。 

 

前回交渉で、
本社から現場に事実確認することを求めた調査結果について報告を受ける
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✓ 

✓ 

✓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✓ 

✓ 

✓ 

 

 

 

 

 

 

３年前の協約改定時に「支部事務所の使用許可」について会社に申請し、労使で合意形成を図ったにもかかわらず
〝反故〟にされ〝中立保持義務〟
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✓ 

✓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✓ 

✓ 

✓ 

✓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

掲示板の設置をはじめとした 通告
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（経営協議会）協議委員の数は、規定する関係者を含め、会社側、組合側でそれぞれ同数以内とする。 

（団 体 交 渉）交渉委員の数は、規定する関係者を含め、会社側、組合側でそれぞれ同数以内とする。 

✓ 経営協議会の協議委員・団体交渉の交渉委員について 

 統括センター及び営業統括センターにおける掲示板の設置基準は以下の組合員数に基づくとおりとす
る。また、2名以上の組合員が在籍する場合、掲示板が設置されていない作業場所に、情報綴りを 1枚設置
することができる。（１）10名以上：１枚（２）30名以上：２枚（３）100名以上：３枚（４）300名以上：４枚 

✓ 掲示板の設置単位・枚数について 

 掲示を許可する場合、この協約の有効期間である 3年を上限とし、掲示場所の指定を行う。更新しようと
する場合、許可終了期間の 1箇月前までに手続きを行う。設置基準を満たさなくなった場合、会社が別に定
める掲示場所解除通知により掲示場所の指定を取り消すことができる。 

組合が、会社指定の掲示場所以外に掲出した場合、及び前条の定めに反した場合は、会社は当該掲示類を
撤去し、掲示場所解除通知により、掲示場所の指定を取り消すことができる。 

✓ 掲示板の設置・掲示類の撤去について 




